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教育予算の拡充を求める意見書 

 

2020年度に本格実施される新学習指導要領の移行期間として，本年度から，小学校中学年に

おいて新たに外国語活動が，高学年では外国語科の学習が始まりました。学校現場における課

題が複雑困難化する中で，小学校における専科教員の拡充や生徒指導・進路指導体制の充実，

特別支援教育の充実等，一人一人の児童生徒へのきめ細かで丁寧な対応を行うことが求められ

ます。あわせて，学びの質を高めるためには，教員が教材研究や授業準備に専念できる時間を

確保する必要もあります。 

このような中，2017年12月の中央教育審議会において「学校における働き方改革に関する総

合的な方策」がまとめられ，教員以外の専門スタッフ・外部人材の活用，学校が担うべき業務

の効率化等も求められています。 

子どもたちの教育水準を向上させること，また，子どもたちに豊かな教育を保証することは，

社会の基盤づくりにとって極めて重要であり，国の施策として財源措置を行い，十分な教育予

算を確保することが必要です。 

しかしながら，地方自治体においては，厳しい財政状況の中，義務教育費国庫負担制度の国

庫負担率が三位一体改革の中で２分の１から３分の１に引き下げられたことにより，地方自治

体の負担が増加しています。 

よって，福岡市議会は，国会及び政府が，子どもたちの教育環境を更に良くしていくため，

地方自治体の教育行政が充実する教育予算の拡充を図られるよう強く要請します。 

以上，地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。 
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